
資料：中小企業庁「中小企業の事業承継に関する集中実施期間について（事業承継５ヶ年計画）」より

（注）法人（資産１億円以上）の経営者に対して行ったアンケート結果
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円滑な事業承継に向けて~早期取組み着手の重要性~

事業承継を取り巻く状況

　中小企業においては、65歳以上の経営者が全体の約４割を占めており、今後数年で多くの中小企業
が事業承継のタイミングを迎えると見られています。中小企業が自社のノウハウや取引先とのつながり、
従業員の雇用などを維持しながら、将来にわたって事業を継続していくためには、円滑な事業承継が不
可欠ですが、多くの企業でその準備が進んでいません。
　こうした状況において、中小企業庁は平成28年12月に中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継を
実現するための指針である「事業承継ガイドライン」を10年ぶりに改訂するとともに、平成29年７月
には「事業承継５ヶ年計画」を策定しました。
　本号では、「事業承継ガイドライン」と「事業承継５ヶ年計画」の概要を踏まえ、円滑な事業承継に向
けた早期取組み着手の重要性と、事業承継を支援するための施策をご紹介します。

　平成７年に47歳であった中小企業経営者のボリュームゾーンは、平成27年には66歳となり、高
齢化が進行しています。そのため、今後数年の間に経営者の大量引退が予想されますが、下図の
とおり、過半の企業において事業承継の準備は進んでいません。
　事業承継は、後継者の育成期間も含めれば、準備開始から承継完了まで５〜 10年程度を要す
ることから、経営者の平均引退年齢が70歳前後であることを踏まえると、60歳頃には事業承継に
向けた準備に着手する必要があると言えます。



3 事業承継を実行するまでの
「５つのステップ」

第1章　アウトライン

■ 事業承継の準備から計画の策定、実行まで5つのステップ

ポスト事業承継（成長・発展）

親族内・従業員承継 社外への引継ぎ

ステップ

１
事業承継に
向けた準備の
必要性の認識

事業承継に向けた早めの準備の必要性を認識するための「事業承継診
断」や経営者と支援機関との事業承継に関する対話・相談に取り組む。

ステップ

3
事業承継に
向けた経営改善
（磨き上げ）

経営者が将来の事業承継を見据えて、本業の競争
力の強化などにより企業価値を高めることで、会社を
後継者にとって魅力的な状態にまで引き上げる。

ステップ

4

ステップ

5

ステップ

2 経営状況・経営
課題等の把握
（見える化）

経営状況を把握するためのツール（中小会計要領・ローカルベンチマーク・
知的資産経営報告書等）を活用しながら、経営の見える化を行い、課題の
改善に向けた方向性を明確にする。

事業承継計画策定

事業承継の実行 M&A等の実行

円滑に引継ぎを進めるために、後継
者とともに、株式、事業用資産や代
表権の承継時期を記載した事業
承継計画を策定する。

株式、事業用資産や経営権の承
継を実行する。

株式、事業用資産や経営権の承
継を実行する。

マッチング実施
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目

事業承継の準備を早めにスタートするメリットの一つは、事業を承継できる体制を早い段階で整えることで、会社の業績、市場の
動向を踏まえてベストのタイミングで事業承継を実行に移せることです。また、後継者の手腕、適性をじっくり見極めることもできます。

早めに準備を進めるメリットポイント

実行する時点での状況
の変化に対応しながら、
事業承継計画を修正・
ブラッシュアップしてい
く柔軟な姿勢も、スムー
ズな事業承継には大切
です。税負担や法的な
手続きについても随時、
税理士、弁護士などに
アドバイスを求めながら
着実に実行しましょう。

8

事業承継ガイドライン改訂について

　前頁のような状況において、中小企業庁は、平成28年12月に「事業承継ガイドライン」を10年
ぶりに改訂しました。新ガイドラインでは、（１）事業承継に向けた早期取組みの重要性、 

（２）事業承継に向けて踏むべき5つのステップ、（３）地域における事業承継支援体制の強化の
必要性を中心に、中小企業が円滑な事業承継を進めるために必要な取組みや活用すべきツール、
注意すべきポイントなどが紹介されています。
　また、事業承継の類型（親族内承継、役員・従業員承継・社外への引継ぎ（M&A等））や、想
定される課題（人材引継・知的資産承継・税負担等）と対応策も紹介されています。
　下図は、このうち（２）の５つのステップについての概要です。事業承継は、会社の業績や市
場の動向により、実行すべきタイミングが限られることもあるため、経営者が事業承継の重要性
を十分に認識したうえで、事業承継計画の策定を行うなど早期に準備に取りかかることが肝心と
言えます。



事業承継計画

■ 事業承継計画の策定に必要な作業

自社の
現状分析

ステップ２（経営の見える化）を通じて把握した事業の現状を整
理する。

今後の予測 事業承継した後、事業の持続的な成長を実現するために今後の
環境の変化を予測し、対応策を検討する。

方向性、
承継時期

現在の事業を継続していくのか、事業の転換を図っていくのかな
ど、自社の事業領域を明確にする。実現するための戦略につい
てもイメージを固め、事業承継の時期、方法を計画していく。

目標の設定 売上や利益、マーケットシェアといった具体的な指標ごとの中長
期的な経営戦略について、目標を設定する。

課題の整理
後継者を中心とした経営体制へ移行する際の具体的課題を整
理する。専門家への相談、資金調達といった要素を盛り込むこと
で、より現実的な計画が策定できる。

事業承継５ヶ年計画について

資料：中小企業庁「中小企業の事業承継に関する集中実施期間について（事業承継５ヶ年計画）」より

資料：中小企業庁「事業承継マニュアル」より

　中小企業庁が平成29年７月に策定した「事業承継５ヶ年計画」は、「事業承継ガイドライン」
を基に、今後５年程度を事業承継支援の集中実施期間と定め、次頁にて紹介する「事業承継ネッ
トワーク構築事業」の推進など、支援のあり方をまとめたものです。
　具体的には、下図のとおり、（１）経営者の「気付き」の提供、（２）後継者が継ぎたくなるよ
うな環境の整備、（３）後継者マッチング支援の強化、（４）事業からの退出や事業統合等をしや
すい環境の整備、（５）経営人材の活用等が盛り込まれています。いずれも、事業承継の早期取
組み着手による円滑な承継完了を促し、地域の事業を次世代にしっかりと引き継ぐとともに、事
業承継を契機に後継者がベンチャー型事業承継などの経営革新等に積極的にチャレンジしやすい
環境を整備することを目指しています。
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事業承継ネットワーク構築事業について

「経営情報」に関するご意見・ご要望等ございましたら、中小企業事業の窓口までお問い合わせください。
発行：日本政策金融公庫　中小企業事業本部　営業推進部    ホームページ https://www.jfc.go.jp/

（中小企業基盤整備機構中小企業事業引継ぎ支援全国本部）

〈ネットワークで実施する事業（例）〉

〈ネットワークの構成メンバー〉

資料：中小企業庁「中小企業の事業承継に関する集中実施期間について（事業承継５ヶ年計画）」より

　事業承継ネットワーク構築事業は、地域における事業承継ニーズの掘り起こしと、事業承継に
向けた個々の企業の早期取組み着手を促すため、平成29年度に開始された事業です。
　今年度は、全国で19の県に地域事務局が設置され、「事業承継診断」を通じたニーズ把握と、
事業引継ぎ支援センター等の支援機関への取次ぎ（紹介）を実施しています。

資料：中小企業庁「『事業承継ガイドライン』について」より


